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英米における貧困対策の動向と 課題
星野信也
Income Maintenance PO I icie5 in Great Britain and The United State5 
of America in 19605 and I 9705 
SHINYA HOSHINO 
はじめに
1960年代のイギリスとアメリカで貧困対策の見直しが
日程にのぼったが.その背禁として.二つめ同で1960年
代の初めには J時期を同じくして笠かさの中の貧困の再
発見が行なわれたことをあげることができょう。アメリ
カにおけるM.ハリントンの 「もう一つのアメリ カJ".
イギリスにおけるB.エイブル ・スミスおよびP.タウ
ンゼントの「貧困者と極貧者J2)がそれらを代1Aするもの
であるが.その概要については私自身が「季1'IJ社会保障
研究J"で紹介したことがあるので.ここでは繰返さな
。、? ?
た、¥そこに見られた貧困の再発見は.同時に経済発
展とそれに伴う生活水準向上を享受しきれない貧困グ
ループの存続する原因を.改めて追求させることになっ
た事実をつけ加えなけれは、ならない。イギリスの社会科
学研究委員会は.1968年に次の6つの貧困原因を指摘し
ている。
(])危機に直面して生ずる貧困，
(2)長期的な依存性.
(3)ライフ ・サイクルによって生ずる貧困.
(4)経済不振地域の貧困.
(5)都心地域の貧困.
(6) r貧困文化Jからくる貧困。叫
これらの殿、因はいずれもそれほど明確に反別できるも
のでないことはもち論である。このうち(1)から(3)までの
貧困については.ユニバーサル (普辺的)な社会保険と
偶々の貧困ケースに対するセレクティブ(選別的)な公
的扶助ないし社会扶助の安全ネットがそれに対応してき
ていた。しかしイギリスとアメリカの両国とも1960年
代初頭の公的扶助は改革の必要に迫られていた。この改
市の必要'l~、ずれの場合もいわば公的扶助の効率を問わ
れたからといってよいのだが.その問われ}Jは対照的で
あった。すなわち，イギリスでは公的扶助が一向にその
役割lを縮小できない以外に.本来その対象とすべき受給
資術者のかなりの比率のものを現実には扶助対象に含め
きれていないという認識が強まったのであったが、アメ
リカの場令には.1930年代の大恐慌干におけるJ...:i.iの失
業ct-の存在を前提として作られた制度が.雇用のィ、fEな
いし欠如の問題は解消したにもかかわらず.かえって拡
張を続けることへの疑問が必，まったのであった。
かくして.イギリスとアメリカの1，ljjfjでit困対策とし
て公的扶助の改革およびそれと蛇行して別の戸JI主ーからの
対策すなわち(4)から(6)に対する対策の快索が行われるこ
ととなった。
貧困に対するコミュニティ・アプローチとでもUf'，;;べ
きものがそれであり.貧困の集中した地主主にポジティブ
(positive)ないしはアファーマティブ (affirmati v巴)な
砲策をとるというものである。貧困対策を論ずる場介.
このコミュニティ ・アプローチも併せて論ずべきであろ
う。だが‘わjめアメリカで生まれ.イギリスに係り入れ
られたこのアプローチは.その代表19IJであるアメリカの
コミュニティ ・アクンヨン・ブロクラム (Community 
Act10n Program)，イギリスのコミュニティ ・ディベロブ
メント ・プロジェクト (CommunityD引 elopmentPro-
Ject= C D P)のいずれも.結局それにJ'r-世IJに参到したも
のがもう一つ別の貧凶原悶.すなわち現イヒの政治 ・経済
制度そのものを発見したことによって. もともと実験プ
ロジェクトであったという制約のなかて二そのフ。ログラ
ムを閉じざるを仰なかったといってよし、。それは次のよ
うなぷ価から うかがい釘lることができるの
( 1 ) 
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rCD Pの経験をもとに.それ以前の教育優先地域プ
ログラムおよびアメリカにおける芦Ri!:Zのフ。ロジェクトの
結巣を合わせて巧ーえると.この純の実験をさらに継続す
る正当な理由は見あたらない。補償アプローチは.喪失
状態 (deprivation)が特定の個人・地械ないし組織内に
認識され.マージナルないくらかの資源を振向けること
でそれを是正できるという信念が正しい場合にのみ有効
であり得る。そうした理解に基づいた事業は.よくても
せいぜい少数の個人(それも必ずしも資源の最も乏しい
人ではない)の情況を若干緩和するに過ぎず.惑くする
と (たとえばサザック (Southwark)の家庭・学校関係
改善計画のように)いっそう多くの専門家を情況を維持
するために雇ってた c現状を保持する結果に終る。」引
「この総評とともに徒出する CDPの将来計画は，現
行プロジェクトが.一つの例外もなしその地域を社会
病理に基づいて説明することに挑戦したことを示してい
る。貧困は今日の政治 ・経済制度のなかにある基本的な
不平等の結果であると理解される。労働者1;皆府の経験し
ている状態はこれらの不平等の結果である。現在の社会
福祉サービスの協同関係を改善してもせいぜいマージナ
ルな効果しかもたらし得ない。J6)
「コミュニティ活動事業は喧騒のうちに展開され多く
の失望を残しつつ衰退した。それはすべてが騒然、たる混
乱のうちに進行した60年代アメリカの一大事業であった
ともいえる。そして.荒々しいエネルギーの奔流に宿れ
たアメリカ国民の多数が I法と秩序jを説〈共和党大統
領.ニクソンにその保守的安定を託したとき，参加$$
としてのコミュニティ活動すE業はほゾ終処したのであ
る。しかし問題があって解決がなければそれは永速の課
題でありつづける。 『深い心の(~J をおった貧困者の問題
は依然、として解決されていなし、。y)
こうした実験プロジェクトが展開された過程はそれ自
体興味深い研究課題ではあるが.この小論ではこ うした
評価とそれらが実験に終ったことの紹介にとどめ.いず
れも1930年代から続いている貧困対策である公的扶助に
焦点を絞って.両国におけるその動向と課題を論ずるこ
ととしたい 8)結論を先取りしていえば.1960年代に二者
択ーのように説かれたユニパーサリズム (普辺主義)と
セレクティビズム(選別主義)の選択が，現実にはその
ミックスないしバランスの問題として従えられるように
なっており.さらにとりわけアメリカで強〈インセン
ティブ(労働誘因)の問題がそこに重なってきていると
いえよう。
1.イギリスの公的扶助改革
先にものぺた大学研究者による調査やそれを追認した
政府調査が.いずれも50-100万人の老人が公的扶助の受
給資格がありながら受けようとしていないとした。1965
年代既に156万人の国民老齢年金受給者が公的扶助を受
けていたのであるが.ある調査は受給資絡がありながら
表-1 国民扶助受給資絡者の状況一1965年6月 (千人)
国民扶助基準 貯蓄があって受 資格がありなが 資格がありながら受け
扶助受給者 給資絡のないも ら受けていない
以下の所(得1) の もの ていないものの比率(刈
(2) (3) (4) (5) 
実 数 490 250 70 160 39 
夫 婦
(全体に対する%) (34) ( 18) ( 5) (11 ) 
実 数 240 130 30 80 38 
単身男子
(全体に対する%) (40) (22 ) ( 5) ( 13) 
実 数 1，720 930 190 590 39 
単身女子
(全体に対する%) (62) (34) ( 7) (21 ) 
実 数 2，940 1，560 360 990 39 
年金受給者計
( :全体に対する%) (47) (25 ) ( 6) (16 ) 
t主 : (5)は(4)/(1)ー (3)の百分比
資料 At k i n s 0 n ， A • B .， p 0 v e r I y i n B ri 'a i n a nd t h e Re f 0 r m 0 f S 0 C iα1 S eCUTιty 
Csmbridge Univ.Press. 1970， P.56. 
( 2 ) 
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受けようとしないものの比率が受給資給者の39%にi童す
るとした(表一 1参照)。
1946年に国民保険制度.1948年に救貧法に代る人1f!1的
な国民扶助が成立したことで¥同年成立した家族手当と
合わせて.一応福祉国家の社会保障体制は祭ったので
あったが.国民扶助のミーンズ・テストが依然として数
ft法のイメージを脱却し切れなかったから.当時在野の
労働党としては.既に1955年の桝領から国民保険の拡充
と年金国民保険省および国民扶助委貝会を新設の社会保
障'(iへ吸収すること.いわば国民扶助の廃止をぬげてい
たのであった。そこで考えられたのは.国民年令のユニ
ノ〈ーサルな均一働金.均一給付を修正して賃金相関伽lの
医!民退戦年金を設けることであった。それはベパリ yチ'
原則からの荷量脱を意味するものであったが.それは. ま
た.一都民間企業における退職年金の発展に国の制度が
取り残きれてしまうことへの対応でもあった。 1957年の
努156[!!]労働党大会報告は次のようにのべているJ現在わ
れわれの採用しているシステムは.労働している時期に
おけるよリも大きな不平等を老齢期に作り出している
われわれは社会に二つの階府を発展させている。一つは
国民老齢年金(以下老齢年金と略す)に加えてますます
凶民扶助に依存する階frlであり.もう一つは民間のiIH是
正手令を得ている階l討である。J91民聞の退職年令加入省は
国民年金から適用除外され得るからである。この賃金十日
間年金の導入は老齢年金受給~ーの国民扶助依存を大巾に
縮小できると期待されていた
労働党の国民退職年余政策は.しかしその成熟に長
期間を望書するものである以上.当面の老齢年金受給1ーや
その他の年金受給者に対する短期戦略を必要とした。そ
こで打ち出されたのが保障所得i~11の導入であっ た 。「国民
扶助についてもっと卒直になろうではないか、われわれ
はそれを軽度し.織っている.われわれは救ft法を軽放
しミーンズ ・テストを憎んできた。これらは過玄ーの造物
であって笠かな社会に存在を許さるべきではな
い。J'OIr老紛年金受給醤がその生存を他人に乞い求めな
くてはならないというようなことは全〈認め縫い。・
この繁栄の時代に老齢年金受給者を国民扶助・I~務所に行
かせると.そこの職只がその老人をさらに中 t古衣料を受
取りに婦人泰f士協会に行かせるということなどはまこと
に好ましくないことだと思う。それは労働党政府の国民
扶助の窓図したものではなかった筈だoJll) 
こ、では社会保険制度と統制との合体が志向されてい
た。税制!のミーンズ ・テストはユニバーサルにi盛期され
るものであり.それのみが少数おに限ったミーンズ ・テ
ストの件寄を伴わずにしかもセレクティプな扶助を可能
( 3 ) 
にするものであると与ーえられたのであった。だが.労働
党が1964午・に政仇にnH，:'した時点て.，;t..この悦制との合
体を進めるには余けにも準備不足であった 1創出呆降水
準をどこに決めるか.年金受給者の大きな扶助受給原因
である家賃をどのよ うに組込むか.収入がある均合.ど
の限度の基礎符除および所1!~段除*Ci控にいえば税率)
を認めるか.行政組織をどうするかなどの問題が.いず
れも十分論じられていなかったからであるの
しかしながら.労働党政権はその滋栄公約から何らか
の形でそれまで'の向民扶助のいわばイメージ・チェンジ
を図る必嘆にj!1られていた。そこで考え出されたのが.
それを閏民年金の付加給付に衣替えすることであった。
したがって国民扶助の廃止.付加給付への制度転換にあ
たって，それまて'国民退職年令指想や保障所得情怒に盛
込まれていた期待がそこに持込まれることになってし
まったといえる。
付加給Hへの改革目標は大きく 二三つに契約で、きる。
(l)ユニバーサルな国民年金給付とrt閑f.'に対するセレ
クティプて Eー ンズ・テストをfFった給付を合体して
行政運営する新しい行政組織を作仏資俗がありなが
ら受けようとしない原因になっているl占i-l1ー の明確な区
分を緩和する
(2)給付を他利として位淀づけ.老人に必要な保障所得
を縫供できるようにする。
(3)老人を初め伏期iの採助を必要とするものへの給付レ
ベルを改善し特別のニードを細かく凋べて裁量に
よ って特別給付をするという耐~Iなや り Jiの必要性を
減少させる。
付加給付を制度化した社会保障行法 (1966<ド)は.そ
の同的を fJ)L行制度で誤解され減速、されている部分を除
去し運用の人IlJl的て'効率的な部分を存続させる。そし
て尊厳を煩わないように与えられる新しい給付を.それ
を受ける資f告のある老人がちゅうちょなく請求するよう
にするJ山とうたっていた
この改市後.新しい付加給付受給行数は.それまでの
国民扶助受給釘数と較べて急増する。1:<十字えした付加給
付委以会は未';1:給fi解消を目指して広範なPR作戦を展
開した。また.給付m，j<はそれまでどおリ草sjJ史Juの窓口
に置いであるdl'I，J(，'}に記入してポストに入れればよいと
いうものであったし老齢年金受給行の場合.改正後は.
家庭訪問を打1脅して・I~務所を面接場所に指定することも
できるようになった しかし 1965年12fIから ω68~11
月にかけての受給行数の変化を分析したA.B.アトキ
ンソンは.そのIllの増加の%ないし%は給付)s;・$の改善
に対すべきもので.I五.!L(扶助が存続したと してもかなり
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表 2 付加給付の推定テイク・アップ率
1975年
推定受給 (1)のうち既に受 (1)のうち受給し 未 議 求 l件あたりの
対象者類型別 資格布教 給しているもの τいないものの の 給 付
(1) の% 実 数 額 平均未誇求額
1老齢年金受給者 2，290，000人 74% 600，000 .f 65 m .f 2.10 
2その他 1，340，000 75 % 330，000 ;E 175 m ;E 10.20 
(1)疾病者 260，000 87 % 30，000 ;E 10 m ;E 5.60 
(2)失業者 590，000 78 % 130，000 .f 60 m ;E 9.00 
(3)片親家庭 310，000 89 % 40，000 ;E 25 m ;E 13.20 
(4)その他 180，000 26 % 130，000 ;E 80 m .f 11. 70 
ぷ口込 計 3，630，000 74 % 930，000 .f 240 m ;E 5.00 
資料 SB C Tak e-"p 01 Suppl eme n'α'y Be nelι1.， HMSO， 1978.， P.2 
の増加は生じた筈だと論じていた。 13)そもそも.国民扶
助から付加給付への改市ーを論評したタイムズ紙は.["変革
のための変:q'iJと題する論説をか‘げ.労働党が1955年
以来の国民扶助廃止の公約を実絡するためにだけ行った
余り意味のない変革と論じていたことを想起すべきであ
ろうJ叫改革後12年を経た1978年に政府が公表 したテイ
ク・アンプ率(実受給者数の受給資格者に占める割合)
調査は.なお，表-2のような未受給者数を推計してい
る。それによると.老齢年金受給者の場合.世帯あたり
の金額は些少て二実質的な同居世帯などを考慮に入れる
と.一而ではもうそれほど深刻ではないといえるのかも
しれなし、。しかし平均値には現われない困窮ケースの
存在を考えれば.改1取の当初の政策目標の一つが十分に
は達せられなかったというはかないであろう。
かくて1960年代の後半から.号|統いて付加給付への依
存度を減らそうとする努力が払われる。それは以前から
検討されてきた国民年金への賃金比例部分導入の方向で
あり.もう一つは1966年の改市が老齢年金受給者を主た
る対象とした結果、いわば軽視することになった鬼査の
いる世帯の貧困，とりわけ片親家庭の児竜の貧困への|問
題提起であった。両者はいずれもユニバーサルな市1支の
改革として検討される。
前者すなわち国民年金制度については.1960年代の初
めに保守党政権によって段階制年金 (GraduatedPen-
sion)が導入されていたが.それは均一給付に悲礎を置い
た不十分なものであったから‘労働党政権は.1970年に
( 4 ) 
R. M.ティト 7 スの助言をもとに.賃金相関退職年金
の立法化を図るが.選挙に破れて不成立に終る。保守党
政権は国民年金と賃金比例措1)の雇用年金を分離した体系
を立案し1973年社会保障法に具体化するが，拠出に賃金
比例制を導入しただけで給付部分は未笑胞に終る。1975
年に労働党は賃金相関国民年金を成立させる。そして
1961年から絞けられていた段階制年金は1975年に中止さ
れる。もっともこの賃金相関国民年金は1978年から泊行
され.成熟するには今後少なくとも20年を要するという
こと である。しかし ともあれ. それが次第に成熟すれ
ば平均的な給付水準は向上し。相当数の年金受給者が付
加給付への依存を要しなくなると予想されている。
他方.児童の貧困についての対策は， 家族手当の改善
に向けられる。ユニバーサルな家族手当の引き上げは大
きな財政負担ではあったが.家族手当は所得税の課税対
象であったから.高所得者の場合には Claw-backすなわ
ち.むしり戻すことが可能で、あった。しかし.最低課税
所得水準がインフレのJlf進とともに相対的に低下し.し
かも最低税率が30%前後ということでは.低所得者に
とって家族手当の意義はかなり減殺されることになる。
この分野に鋭い問題提起を続げたのは民間運動団体の一
つ児童貧困問題グループ (Child Pov巴rty Action 
Group一会長は P.タウンゼント ・エセ ソク ス大学教
授)である。1971年に.保守党政権は.まず働き手のい
る貧困家庭 (Workingpoor)を初めて近代的な公的扶助
の対象とする家族所得補完給付 (FamliyIncome Sup. 
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plement= F 1 S)を制度iじする このFISは.J也j党)i
務所によらず. すべて"，リ央と.)芥H:務芳F所片で郵{悦挺により処F開Ilする
システムをとつており札日
変史しないという忠いき つた'fドt汁才務主簡素i化ヒをt探主用してい
る そのことlはま{付f力加日帥車給合削Hの能豆宇字fの間題をいつそう I'f.問同彫3リ
にするものてでeあつた ついてでeサ{保堤て守r党政t依作lは立3家j"Oi抜丈予吋を4悦見
クレジ y ト.システムに転検することによって児釈貧困
問題への対応の紘本的な改市を企図する それは.児市ー
を対象にユニバーサルな悦クレジットを提供しようとす
るもので. 所得悦の f}~主主児11U空除および FISはこの制
度に吸収するものとしていた
税クレジット制のJ?えは.政権の交容によって一時中
断するが.労働党政tfb 1977年からそれに近い児釈給付
制を制度化して家族予‘"，と所得悦の扶養児童作除を唱本
化し従来第2子以降であった手当を第 lチを含めたも
のに改普する。児A必ず7の社会的責任を明確にしたとも
いえる。付加給付で多 Fの失業行世帯つまり!厄*に Kし
いイ、干1)を強いていた貸金スト γ7 (勤労していたH与の収
入が給付基準を下凶る場合.給付額をその級にj'f付けす
るシステム) が1975~に倣l姦されたのも. 1言]L )jluJの改
正であった。
所得税の最低沫悦限度初が1氏ドしている砂UIでは.
かつての Claw-backはかえって低所得j刊にマイナスに
働くという恐れから.この児!IT.給付は非岡県税とされてい
る。ただ.従来高所得r.'IMには家族子当以上に予1';かっ
た所得税の扶養児前段除がli~JL されるから.災質的には
Claw-backに近い会)j栄を持つことになる。この扶養児設
住除の廃止は.児mlt附IlJM行動グループの主似してや
まなかったものであり.1977年1月.1978年4Hと十1Iつ
いで児竜給付が引き上げられたこととともに. I.;Jクルー
プも.長年にわたる連動の成果としてJ価してい
る山たずそれはユニバーサルな給付で.新たに第一チ
から給付対象とししかも~þ謀悦であるから. 今後さら
にその給付水準を相対的にスエーテンや丙トイツのレベ
ルまで引き上げるには多大の財政負1ftを要するであろ
う。一面こうしたユニバーサルな給付の拡允は. t/t，jil)と
しての受給の怠識を強める'，1;栄を持っとJtJlf寺されてい
る。なお.受給権が1):税にヲえられた，1，1 f，もこれまでの'*
b王子吋と異なる新しい凶lである。
この児童給付は. itHt-:'t!労働荷1MにはFISから脱却
するs};けになろうが.149綬家庭の均合.給付制がri千J¥")
宮Hされはするが.IUfl;JrがIf本のようにi!i-)えしていない
イキリスでは.それt!けでは付加給付を脱することはで
きないであろう。付加給付の制度上ー も.その)'，'税がりJ性
であるとtx性であるとをIgJわず.就職の代りにf~Gを ì:!t:
( 5 ) 
択する他干IJを必められている 1975$['にウァイナー委lt
会ÿt~*が八籾米経の ltr制の n~JIo\!1について.む.礼をのべて‘
}干車見家彪にi，jする別の給H. I~I布'七日!維持 F ・"， (Guar， 
anteed Mmntenancc Allowance)の必裟を勧合している
カ¥川'JUJl.は限鰭であろう。片税家吃li.1971:ドの101勢調
査て約62 Jit.U 術.児可t数約100力という抑 ~~であ っ たが.
1977年年!たには73万It帯. 児釈主主125)) と ~Itけされてお
り，そのうち.41万世帯が離絡ないし日1)肘したf1):f世
依 12h 1吐僚が父子i吐悦 12hiJIそ併がUW":{骨二 残りが
未婚の付 r- と ~it日 1' ;されている そして)'，'税'~Illで付加給
付を受けるものの数はこの総司会のキ'J'1乞数にlえんでいるの
である この数は1969年以降離憾の法制lが緩制され.そ
れまでの有((i:誌に代って破綻ギ:)主が以内lされたから.
今後いっそう附加すると子怨されている 現に離婚母子
で付加給付受給打の数は. 1971年から75ij:にかけては J
m惜したのこうした片親家庖の1'日午を今後どのように保
障するか.引き続きイ刊日給付によるか.そのi自の給付.
たとえば児!IT.給付の舷充あるいは特別の予勺の制度化に
まっかli.今{をの.課題といえる
児攻の:疋If!.のIt闘をめぐっては. もう一ついわゆるフ
ロンティア問題をあげなければならない 1963年児改訂
少年i去の第 l条は.地ん l'if;f本に児慌がj'j治体の{お董を
必要とするようになることあるいはその似泌にとどまる
こと， また少年法判所に出政を:)<める必官むなどを予防す
るうえで必'&'な地fr. 例外的な11\~(; とし て. 児債の悩制
のために現金給付を11'うことを必めた この現金給付が
地域によっては本来付加給付の対象となるべきものに与
えられているという問題ヵ、ある イギリえの場合.IEと
地 )jとの・れ務およびl!-til京の分mがtリl慌て'・付加給付は
100%凶のl!fifr.lによる[!iIのIU・桜の'j';fhであるのに.児&1品
加lを含むI也)j1.:1 itìWのソーシャル・サービスには凶のLÚ~
J妾のれ1Ftはないとい うことヵ、ある
次に. 多くのt紛年金受給r.'を(.tJI給付に(火花させて
いる要因に(i:'ち'{~がある 1975年12)Jに交給者全体の約
12%. 340，∞Of'tが家貨のみの受給行であった同じ時点
でイ十IJ給付の令交給者2.793可OOO(午のうち2.261，ω0件が
家賃IJD~? 該当r.ーだっ たのである
イギリスでは1976i1'で全住屯スト ックの約55%が持
家. 32%が公':1'í i:宅.妓りの15%がJ~'~\'1l家とな っ てい
る。ところカ‘付加給付受給包ーの吟{tli. ' l~t自は表- 3 の
とおり でl五倒的に公符{主主肘 i主 {'i l三よぴ J~'，トnl家出住者
が多い そうした人ìiの家1~ を!ぶJをの(t'む子:当てlfU伺l を
礼るべきか付加給付カサ|あい、てそれをはるかは. とりわ
け1972.11'fi:'i:;財政1);が公常fV印刷t:れとの十|会的公JEの
見地から1(件1'，ぷ'，';'(王者に付して(i;'む予吋を必入して以
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表-3 鹿住形態日IJ世帯数および平均住宅資
(各年 12月)
居 住 形 態
1 967 1 968 1 969 197 n 1 97 1 1 972 1 97 3 1 9 7 4 1 97 5 
(a) (b) . 。
公営陀宅居住世帯(千) 978 1，043 1，131 1， 186 1，308 1，357 1，282 1.311 1，297 57.4 
平均住宅 資(士) 2.12 2.27 2 45 2.71 3.03 3.30 2.90 4.72 5.79 
民営貸家居住世帯}(千) 814 797 780 745 746 705 621 576 573 25.3 
平均 住 宅 資(士) 1.67 1.78 1. 88 2.03 2.25 2.53 2.49 3.32 4.26 
持家居住世侍(千) 362 383 385 398 4 17 413 389 381 391 17.3 
平均住宅 舞(士) 1. 04 1.11 1.17 lι24 1. 38 1.50 1.79 2.25 3.05 
全 世 帯(千) 2，154 2.223 2，296 2，330 2，472 2.475 2，292 2.269 2.261 100.0 
平均住宅 費(士) 1.77 1.90 2.04 2.23 2.52 2.78 2.60 3.95 4.93 
住 : (a)と(b)の問lで平均住宅費に不連続性が見られるのは 1972年に噂入された全国的な家賃リベ一人家賃手当舗が 1973年
までに全面実施されたからである。
資料 Snpplemen'aryBenefιt s Commιs sιon Annual R.port 1975， HMSO，P.55. 
米.繰返し議論になっている η 一般に低所得者の場合、
公営住"tl万住者には家賃リベートが.民営貸家居住者に
は家it手当Iがうえられることになっており，別に持家情
(主Jまには固定資産悦リベートの特典がある。実務面では
イギリスの家賃の中には光熱水費が含まれることが多い
ため.基本以Jな付加給付に既に含まれているこの光熱水
資を家賃から占â'Ï l~tn して. 純家賃音11分を適正に計算し
i汽す必要があり.知:数の苦手なイギリスの付加l給付委員
会職.u.の大きな負11:1になっている。そして.そのために
要する人只も無視できない数に達している。現行の'f.務
手続は，f'同日給付受給t;に対しては付加給付の家賃加算ー
で一応支払い.地方ー自治体l;t対象者の受けるべきであっ
た家貨リベートないし手当を.半年に l阿まとめて保健
社会保隊約にJE払うことになっており.第一義的な事務
i.1'1J.が付加給付委員会にか、っている。また前述の家賃
のみの'交給-r，については.付加給付によった方が有利か
家賃リベートないし手当によった方が有利かをケース ・
パイ・ケースで判断する必要がある。両者の計算方法に
差異があるからである。また.その場合リベートないし
子当はI也万円治体ごとにその住宅特別会計のあり方に
よって迎いがあるから.国の・Ji.務所である付加給付事務
所(原則として制民保険事務所と同居)では，その管内
の各地}j拘治体ごとにそれを計算しなくてはならないと
いう面倒さがある なお.ごく例外的なケースを除<99. 
4%の1.U;幣(1976年)が実際の家賃に見合った扶助を受け
( 6 ) 
ていたことは.わが国の事情との対比で特記すべきであ
ろう。
住宅の関連てもう一点光熱費の問題をあげなくてはな
らない。光熱費の|問題は，1970年代になって二つの而か
ら大きな問題になった。一つはD.V. ドニソンとM，
ウインクスによる老人の悶に多い休湿低下の問題の調食
結果であり.その問題をさらに大きなものにしたのが中
東戦争による石油価格の引き上げて'あった。前者は間働
省のnoに体温低下が経りやすしそれはいろいろな危険
を伴うことを示した。その調査の推進者であったD.V. 
ドニソン向身がその最終報告17)を待たずにその調査結
果に基づく勧告を受ける側の立場に立つのだが.調径は
とりわけ付加給付受給の高齢者に体温低下の恐れが強い
ことを示した。すなわち司65オ以上の老人の約10%が既
に休泌が35.5"C以下でさらに体温低下を矧〈恐れがある
のだが.その約50%は付加給付受給者でbあった。とりわ
け85，J-以上の付加給付受給者はその26%がそうした危険
な状態にあった。この調査は1972年の 1-3月に行われ
たものであったが.調査結果の最終報告Ilirからその問題
への一般の関心は高まり.裁量による例外的情況加算の
光然資がその後急J哲する(表-4参照)。
付加給付委只会事務所の裁量による給付，;t.この光熱
'伎や将軍1]食.洗濯代などの例外的情i兄加算(継続的給付)
のほかに，!i:頬.家具保管.病院見舞の旅費. 'lt;話代な
どの例外的ニード加算(原則的に一回限りの臨時給付)
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表-4 例外的情況加等の内容別件:~ (11月-12月の調査円当日)
単位:千人
年 次 光熱費 特別食 洗濯代 家事媛助 月償支払
18才末満の その他 3十 他の特例母への加算
1968 143 239 92 33 NA NA 33 540 363 
1969 151 254 92 33 NA 2 34 566 280 
1970 196 308 106 31 5 3 25 674 188 
1971 194 287 93 29 4 3 27 637 157 
1972 232 326 104 31 6 l 29 729 143 
1973 503 362 158 22 5 * 38 1，088 152 
1 974 708 350 162 16 4 2 30 1，272 120 
1975 915 327 150 12 5 4 29 1，442 84 
一
il ・は 5∞未満、 NAは不詳
資料 Snpplemen，ary8enefilS Commis.ιo n A n nua 1 R. po r' 1 9 7 6. H M S 0 ， P9 2 • 
表-5 例外的ニードIJIJT-の実数，総経伐および平均額
年 次 実 数 総 経 費 1件あたり平均額
人 £ £ 
1967・ . 386，000 2，087，000 5.40 
1968 . 470，000 2.742，000 5.80 
1969・4 500，000 3，113，000 6.20 
1970・4 " 560，000 3，853，000 6.88 
1971 576，000 4，726，000 8.20 
1972・ 743，000 7，093，000 9.54 
1973・ 808，000 9，300，000 11. 51 
1974・ . 830，000 11，504，000 13.85 
1975・ " 945，000 17，181，000 18.18 
1976・ " 1，114，000 24，023，000 21.56 
資料 :Supplemen'ary Commιssιon Annual R.pou 1976，HMSO. P. 97. 
があるのだが.ニの加算もその件数が一貫して.trlIJfIして
いる(表-5参照)。
このような段以給付の榊加は委只会の~i在日増加を招い
たばかりでなく.給付内容ひいては権利内容の術町lさを
失わせることになった そもそも付加給付への転換に際
して.こうした絞泣給付を減らすために短期給付基準と
長期給付Jf;.V，に丞:を設け.その差{立長期給付の場合に'主
ずる例外的ニードに比、ずるものという方針がとられたの
であったが.わが同と同僚にマーケ yト・パスケ yト万
式から継脱したことが給付基準の内訳をあいまいにした
( 7 ) 
ことから.その意凝が次第に比失われたのであった。こ
れらの加算，;t.付加給付・受給者への加算;であるという.n:
l休で.ボーダー ・ライン1Mあるいは資絡がありながら受
けようとしない人びととの問に不公正を生むことにもな
る。それはhl:低(以降水準の前後で仮忽の税事がl∞%を越
えるといういわゆる貧困のワナの問題につながってい
る，.，また.1&.抗給付の増加に{辛う股只I切の問題はとり
わけ深!lJで.1!あ6年に12.α旧人であったI也被'J:，.務所の椴
只主主は. 1978年には30.0∞人に達していたのである
以上にみたように. 1966年の国民扶助から{刊日給Hへ
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の切答えは.それが目的とした①テイク ・アップ率を改
善する，②裁量による給付を減ら し権利性を高める、の
うち.①については状況はほとんど以前と変らなかった
し.②については.とりわけ1970年代に入ってから裁量
による給付が逆に苦しく増加したということがある。
もし.現行の付加給付制度を存続させると前提して将
来の改革の方向を考えた場合.特定受給者の問に既に相
当程度一般化した給付について.月1)の制度にめだねると
いうこ とが一つのあり方として考えられる。老齢年金受
給者については前i庄のとおりようやくべパサ ッジ原則か
ら離脱して賃金相関国民年令が導入されたが.片親家庭
に対しでも児童給付の改善ないし思1)のユニバーサルな給
付の実現が考えられる。また.住宅資については.すべ
てを地方向治体の家賃リベー トないし手当にゆだねると
いうことも.同在地方の財政配分の問題として十分可能
であろう。また光熱費についても国営の電力 ・ガス公社
の減免制度として処理することもできるであろう。また.
その他の絞註加算を減らすためには，改めて基本的な基
準が何をカバーするのかをあるていど明らかにする必要
に迫られているといえよう。それは，増大する仕事量に
圧倒されている付加給付を関連制度の拡充によって救済
する与え方である。1978年7月に保健社会保障省がオー
フンな政府を目標に公表した 「松会扶助ーその再検
討J19)は r切らかにこの方向にそったものである。
他方，現行の付加給付制度を抜本(I(Jに改革する考え方
として.ニガティブな所得伐の導入がある。それは1950
年代に既に労働党が検討をはじめた課題であった。伝低
保障水準の設定如何ではそれは非常に高価な地策とな
り，現在のイギリスの低い経済成長率と既にかなり高い
税負担を考えると.当分の1m実現の見込はなさそうであ
る。1977年度ノーベル経済学貨を受賞したケンプリ ンジ
大学政治経済学名誉教授1.B. ミードを委員長とする
研究委員会の「直接税の憐造とその改革の方策」と題す
る報告が‘社会保険と所得保障を論じた中でJ社会配当j
という名称のニガティプな所得税案を含めて検討したう
えで¥家現可能な案として新ベパリ ンジ体系の採用を提
唱していることは注目に値いする。 ミード委員会は.(1)
付加給付の水準と最低諜校所得が重なり合うのを避ける
ように.説i税の最低限をヲ|き上げること.(2)国民保険そ
の他類似の給付の標準的なレベルを付加給付に匹敵する
レベルまで引き上げること.(3)児童給付を児童の扶養に
十分なものにすること.(4)児童給付以外の社会給付を課
税対象とすること.(5)それらによって現行の一連のミー
ンズ ・テスト をwった給付を打ち切るようにすること.
を提言している。201これは(1)社会保障給付の支給額を単
( 8 ) 
身者ないし夫婦の最低のニー ドを十分満たす水準にす
る.(2)すべての児童にその救低のニー ドを十分満たす水
準て'無条件に家族手当を支給する.(3)特別の理由から原
則の(1X2)て芯低のニー ドを満たすに適当な所得水準を維
持できない場合に対応できるように司 ミー ンズ ・テスト
を伴った給付のシステムを安全ネット として用意する.
というべパリソジの原則にそったものである という意味
て噺ベノぐリ ッジ休系なのである。
そしてこの新ベパリソジ体系lム国民年金と児童給付
の拡充によって付加給付への依存を大幅に減らすことを
目標にしているという意味では.先にあげた改革の方向
と軌を一つにするものである。だが.国民年金制度は既
に賃金比例部分の導入によ って均一掛金，助一給付とい
うべパリッジ原則から離脱している。そして.それは同
時に国民年金がナショナル ・ミニマムを保障するという
原則からの別離でもあったと考えるべきであろう。 2りそ
うだとすると.新しい国民年金が成熟してもなお付加給
付の年金に対する付加としての意義は存続しそれがこ
れまで解消し得なかった低いテイク・ア yプ率の問題
も.たとえその絶対数が縮小するとしてもなお残って行
くであろう。繰返しになるが.低経済成長率と既に相当
高い税負担とが，談会における二大政党の僅かな議席差
とともに.当面抜本的な改革を許さないというのがイギ
リスの現秋といってよいであろう。
2.アメ リカの公的扶助改革
1960年代前半と後半に.二つの異った角度からの改革
が行われる。最初Jのそれは1962年のいわゆる 「サービス
改正」である。数年を経ずして.ナンセンスな改正と厳
しい批判を受けたこの改革を導いたのは.ニューヨーク
大学のスクール ・オブ ・ソーシャル ・ワークの E.
ウィ ッケンデンおよびW.ベルの 「公的扶助 改革の時
(Public Welfare : Time for a Change)Jて喰あったとい
う。m それは社会福祉の専門家との一連のインタビュー
と10の実験プログラムの報告からなるもので.専門家の
意見も社会調査の結果も.専門的なサービスが家族関係
の改善.住宅水準の向上.継続的な雇用.そして多くの
場合に白立をもたらすと論じた。それほど断定的ではな
かったが.サービスが経済的な依存を減少て4きるという
イメージを与えるものであった。それは改正の方向を導
くというより.むしろ既存のサービスに向けられ始めた
批判に対する防衡を意図したものであったといわれる
が.ケネディ政権は.サービスは経済的依存を減らすこ
とができるという神話を取り入れたいわゆる 「サービス
改正jを行う。そこでは「救済 (Relief)の代リにリハビ
星野:長米における貧凶対策の動向と日早起j - 219 -
')テーンヨンをJfW:助 (Support)の代りにサービスをj
が強調された 同じような神III~ ヵ、コミュニティ・アフ
ローチの係用にもつながったことを指嫡して抗きたい
このや11，;[，は.引き続<'叉又
t短立命のうちに j幼刷h仙iれてしまう 。 1966年 6 月に「公共~'MtIに
関する必問委H会報告ー椛限を持つわれわれにはj事務が
ある 123)に盛込まれたサーヒスとソーシャル ・ワーカー
薬成の付先の安舗は. も平交字予れられなくなる 1967年
の改正はIjij[ri[の改正に対する不満の高まりを反映するも
のであった それは.サービスに代って労働へのインセ
ンティブにil.'，'f.を置くものであった 労働インセンティ
ブ ・フロクラムによって求職をHないし職業訓練を受け
ることが求められー福祉機関はI~n所の設慌をJ引先づけ
られる。そうした強制的なf日;F{とともに.それまで100%
収入必定されていた勤労収入について f30.1/3ルールJ
が採附きれ.月収め最初の30トルとそれ以後の1/3か収入
認定からはずされて経済的インセンティブが1[.入され
る。だが. この改正も児常扶養家族j)<jl，力が圧倒的にほ子
i!!:帯対象であったから.それほど対象を減らす効果を持
たなかった(表-6参照) 波紋された保育所は1960年の
4，426か所.定員141，138人から1969年には13，6∞かI;!T.
定員518.∞0人へと地力fIしヂ行して家庭保育ホームも同
じ期lH~に 13 ， 577かJ好.定U42 ， 194 人から32.700か，ifr. 定
表-6 児童扶長~族扶助の父親の状況
単位~も
1961 1967 
親の状況
死亡 7.7 5.5 
障害者 18.1 12.0 
失業者 5.2 5.1 
不在 66・7 74.4 
隊婚 13.7 12.6 
法的別居} 8.2 2.6 
事実上の別居 18.6 9.6 
遺 事長 21.6 18.2 
母は結封書歴なし 21.3 26.8 
~ 知l 中 4.2 3.0 
その他の況内 0.6 1.4 
その他 2.2 3.0 
注 :11!1鎗五入のため合計は 100とはならない。
資料 U.S.Department of Heal th，Educat ion 
& Welfare，National Center forSocial 
S tat ist ics，Report AFDC-I， 1967 ，P. 9. 
( 9 ) 
表-7 ij設業訓練プログラムへの紹介実紛
内 'J( 
j也fj事務所培、本I'tした件君主
紹介するのが適当と判断した件量史
実際に紹介した件敬
プログラムに重量加した人員
'，.I!際に就職 したもの
人員 ω
1，4i8，000 
301，000 
225，000 
129，000 
22 ，000 
資料 Steiner，G.Y，The SIO" of Welfare， 
T he B rook 1 n阜5 I nstltutIon， 1971，P.73. 
n 120，000人へと1¥')大するが.その数7・の一吉1;はfilに{W
予統か進められた給米で.実質!I":はかなリ;tmヲ1、て号え
るべきであ・るとされる 2叫そもそも1968tFに定H30人
の保育所て。児奄 l人あたり年2，378ドルを要するという
Jiコストから. 作.H悦，~皮扶助家曜の~)，;'~に nn r.'6 して似Tì
地ぷを笠倫することはとうていltIl怖できなかった そこ
でこの労働インセンティプ ・フロクラムも‘表一 7に礼
られるような僅かな1&*しかあけられずに終始する 被
伏D)J児併の保育についても.当初188.000人の児竜が F定
されながら.*Ii 1，)， 1970年5月て''6]，∞0人に終リ.それ
もきちんとした I~!1fl折に入所していたものはその約1/5
にj的ぎなカ‘ったJM
しかし，M.フリード?ン. c.クリーン. J .トー
ビン，J. A.ベッ7'7ンらによるニガティフ'な'IirJfH見
の提案とともに.インセンティブ ・アフローチは改1(.の
}jlnJとして定.，"iしてt、< 1969:1'の1rm所得保障にl則す
る委n会報台 12かさの中のlt凶 アメリカの，、ラド ノ
7スJが，4人家政でNi私書H年2.400ドル，勤労所得に対
する税不50%.扶助の収入限度有(14，800ドルを的行し
た加ニクソン大統領はそれを~.';~にして家族扶助法案
をt法案するのそこでは)f:;準頒を1.6∞ドルに引きドげ.そ
のI~ リ年720 ドルまでの勤労収入は)，!;~t世除しそれ以 l
の税ヰ{は50% とする の したがって収入lil~1芝耳目は3 ， 920 ドル
というものであった それは次のJ点で画期的な楽で
あったのすなわち， 1 それまで州、| ーごとに y~なっていた仏
助法準(表 持参照)に連邦政府が初めて最低J，!4X(iを
倒立する，②1動けるIJ.比人男子のいる1:帯を初めて令lui(I()
にJ.kWJ対象に加え.それまでのり、)l)Jが;1日JI変(I(Jに家庭iJ'M1l
を tll~ 、ていたのを l止 J.Eする，'j'それまでの多憾なJJ/.:t. ・
J /.物給付を謝~IX して労働のインセンティブを向上する.
といった諸点である 271
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表-8 児童扶長家族扶助の扶助平均月額と資，rt制限
一一一8州の例
州 名
カリフ a ルニ 7
イ ノイ
メリ ー ランド
シシッピイ
ユュージ々ジィ
ニューヨー F
ロ ー ドアイランド
テキサス
扶助平均月額
$ 243.33 
278.73 
159.54 
49.51 
271.77 
343.29 
343.29 
107.75 
空E 産
現金$600+$ 5，000樹当の住宅
1か月の生活費相当分
現金$300+f主居費
現金$800+ S 2，500相当の住宅
6か月以内に清算
4人家族 .1975年
制 限
幼児 l人あたり$1，000の信託基金、もし慰籍料がある場合、そ
れも加算し得る。
現金はいっさい認められない。
現金$3，000 +中古住宅
資料 Schiller，B自.， Th. EconomιC$ 01 povertyαnd Di" cr i mιnatιon， 
Prentice Hall， 1976， P.17l. 
だが.この提案[ふ議会によ っ て斥けられる。 その最I!~
2正札制が低過ぎたこと. f也の;t1]1変との調笠が不十分で
あったことなどが主なf唱1としてあげられてい
るJS}たヘこのはやへの努力は政治的な;¥1‘}.!.対立の少
ない分野での改正を生む。1973ileに老人・行人および|塚
古:荷に対するカテゴリカルな扶助が一本化され.補完保
障所得 (SupplementalSecurily lncome= S S 1 )とし
て会|玉i一律のi卓 i~1プログラム化する。 また. }JL物給付ー で
ある食借切子fi1Jがやはリ全国的な連邦フログラムとして
拡充される。1974年に 4人家政で年1.704ドルの食間切手
前IiDiJを受けることができた そして児奄伏長家族扶助受
給世帯の60%が食砧切手を受けているということて..A 
復するプログラム1mの調盤がいっそう大きな問題となっ
てくる。29)
1974年に議会が~准生活費予当(Allowances for Baslc 
Llvmg Expences-A B L E)梁(別名グリフィス案)を.
フォード大統領が所得補完フログラム (IncomeSupple. 
menl Programs = [ S P)奈をそれぞれ従策するの両".
に共通する .'.~:I ;t.. i!銭給付を悦体系と一本化しようとい
う点にあったのたとえばフォード案は. 4人家族で最低
JJ;格納正f.3.600ドル.勤労収入に刻する統率50%とするも
のであったo I山j奈は折しも向まった失業率に政治的関心
が移ってしまったことから.いずれもl1i裟となるが.こ
こでも立見の-jl文を見ていた'i}Jヴj・/¥庁得税クレジソト市IJ
(Earned Income Tax Credil)が1975年に制度化されるの
クレジ ソトのニカティブな続本は10%.すなわちl∞ドル
( 10 ) 
の所得について10 ドルのクレジ'~ トが最高4∞ドルまで
与えられる。年収8.0∞ドルを超えるt世帯は資絡を失う。
1977年で630万世僚が13f意ドルのクレジットを受給して
し、fこ。30)
自ijfの1962年サービス改正が持ち込んだ金銭給付と
ソーシャル ・ワーク ・サービスの一体化が絞終的に分離
されるのも1975年である。既に1972if.に連邦の行政規則
で両者の行政的分離が図られていたが. 1975年の社会保
障法改正で¥いわゆるサービスを規定した条項が公的扶
助の市から妓き取られて.新たなタイトル20の市に移さ
れ司i坐邦補助率もそれまでの75%から段階的に50%に引
きドげられた。この改正は扶助とサービスの行政的区分
をtザl般にしたものである。タイトル20は連邦補助対象と
なるサービスを依然.低所得府に限定しているが.各外|
は費用徴収を前提に各州、|の所得中位値の115%の中流所
得府にまでサービスを縫供できることとなった。この補
助率の引き下げとサービス対象の拡大は. j也}jで1965年
の商船アメリカ人法.1967年の社会保障法改正. 1974年
の同民保健計l司必よぴ資源開発法などが.ょうやく
ディ ・ケアや給食などハードなサービスの鐙備を図った
ことと相まって.在来のワーカーークライエント関係中
心のサービスに大きな変革とi見詰しをもたらしている。
1977年8月には.カータ一大統領が 「よりよい仕事と
所得を保障するプログラム」を従突する。ここでは対象
が二つのカテゴリーに分けられる。1動けないと認められ
る世帯一高齢者.百人.障害お. 7オ未満の児童を持つ
星野:英米にむける貧IJIM~の動向!と深:m
た片規. 11: ・J~ と保育が得られない場合の 7 .4か ら 13 .4ー ま
での児被を持った片綴. 1人が|率:号おである地合.児琶
を持った肉親 および働けると防Zめられる1情一児mを
持った両線..-+ミの子が14.r以上の片親ならびに恥身者お
よびチ供のない犬紛でいずれも ワル ・タイ ムの仕事が比
つからないものーである l山l統制った低所得!刊の勤労者
世帯.働いている貧困お (= W orktng poor)は.これま
でどおり扶助対象とはならない。
1動けない4人世帯Ii年4.200ドルを保障される。た
7〆.rカか、ら13..tまてで'の児司章里のいる片親家庭{はま寸千乙{日供J共hが学校に
いる引fI附i悶ゆ司ψノ、一トて働〈よう求められるカ抗t正伝鮫1EP初F刀の3.8∞ドル
lは1収入認認‘定されす.州、!単独の加算がない場合それ以上の
所得に対して続蒋!5O%が適用される。老人や附符者は単
身て"2，500ドル.犬紛で3，750ドルを保障される 働ける
もののいる 4人世帯は2，3∞ドルを保障され.勤労所得は
やはリ鮫初の3，8∞ドルを除いて悦率叩%が適用される
この場合勤労所得が8，4∞ ドルにi主するまで扶助を受け
られる。労働へのインセンティブにウエイトが;れかれて
おり，応用プログラムて'140Ji人のIu':用ないし訓練(うち
30万riハート ・タイム)の提供が予定されている 州政
府の財政負拘の続減も一つのn的とされており.財政負
担は 4入計併の場合の最低保障4.200ドルの90%をi宝剣i
が.そして州がそれに1JIln:している場合.次の5∞ドルに
ついては75%.それ以上の分については25%をそれぞれ
連邦が支払う 現庄の連邦l~仰が50%から83%の範囲で
あるから.かなりの改善が期待されている なお.食糧
切手制は新制度に吸収されることになっているの
この改市請さも議会の通過に維行しており.Y.WI成立を
狙ったもっと小幅な改革案が既にいくつか.)(U縫案され
ているの 1978年夏の時点では.かつてニクソン改午案の
実質的な自1築計であったモイニハンを含むクランストン
ーモイニハン案 (Cranston-Moynihan ProposaJ)が上院
の審議にのぼっていた。それは現行の金銭給付.現物給
付の体系はそのま、にして.働いているit凶J守への税ク
レジ y トの4ri:光扶助受給首を'1(.期する事業主への奨励
金の引き上げ.連邦負18mによる什1.J也んー内治体の財政
負担の続減などを主な内容としている。この十卜|の財政負
j6.緩初は.カリフォルニア州で従案13号が住民投員長てフ本
認さJ1.J也}j財政がt'i岐になったことへの付応でもあ
る。31)
この案についても.それを抜本改正への第一少とぷ備
する向きと迎~r，1tl低基4の設定がう、けていることに不満
を他<i丘砂派との1mで聖位行しそうに見える ともかく ニ
クソンに始まってフォード.カーターと 3代の大統領が
試みた政ノド改正(i.いすれら品会の保守派とi1tit派のは
- 221 ー
ざまにはさまって傾代し続けてきたが.その問に対犯の
少ない点から徐々に改市が進んておリ.働いているit倒
台ふ勤労所得.flI.クレジソト湘lによって既に相、当方1分が
実質的な扶助対象に加えられてきている。抜本改i上ri各
州の給付の一本化をfλlるものであるが.1974年にカテゴ
リカルな扶助を統合した時ですら.コンヒューターヵ、巧
〈俄能せす大M.乱をf小、たという経験カ、あり.扶助の完
全連邦化.大規校ビューロクラム/ーの創設は.選択似と
しては当面消えていると いってよいであろうJUニガ
ティプな所得悦についても.ぉ、 むねIIJiJ三の所得をベー
スに 1年間の税，がを決めるという続制|の仕組が.出入リ
の激しい公的扶助のこれまでの逆用にとって代って.来
して制度の抜本的な簡素化を川 りj!tるかどうかの疑問
が.現行制度文持釘のIlIIから寄せられている。当lilil970
年代には紘本改正は実現しそうにないというのが. 、
でも政治的現実といえそうである
むす び
イキリスとアメリカの両国で公的扶助は今日なお改，1(1:
をj[!られている いずれも1960年代に生じた改干の必吹
をいわば漸進主J量的 (1ncrementaJ)な改革でしのいてき
たのだが.それらが必ずしも問題を解消し切れなかった
からである。しかし 両国の政治・位i斉のムー ドri.こ
れまで同係当面抜本改正を許さないようであり.なおi+!r
i丘主義的な故小が紙けられて行くであろう。
Hお0年代から70年代にかけて 4 つ共iJhして見られた変
化は.イギリスてもアメリカでi， b '，L. 公的jH力の1立'm
の削減を.W~. 改市の効果として期待することは 1r1;t
にiJAき.代って屯似したリ相関i生した制度とのJ町長と拡
大してきた1主主tを削減することとによって.行政のM-M
化ひいては給千IJ性のH)J6在化を凶るHr白川、打出されている
ことである !員l述制度との|問題は.イギリスにおけるH
-:'r'e制限1国民年金.リよ配給付. 家liリベートないし手、"，な
どと付加給付との関連の!日I題.アメリカにおけるIMII.
総業訓練.失業保険.保育所および勤労所得税クレシ
トなどと扶助との|関連の問題がその!日]であリ.1&-:.tの削
減は. イギリスの例外的情j兄あるいは例外的ニード加n.
の削減やアメリカにおけるナショナル ・ミニマム自在、1:の
動き.扶助とサービスの分離などがそれである いずれ
む制度をよリM'11l9J瞭なものにして..1'1'象釘に自分のIr.
干IJ内容を答坊に.fIJ[解できるものにしようという }jli'JIこあ
る。現在イギリスの付加給付{ム公炎されたノ、ンドブゾ
ク以外に細かな総定が2"甘のコード ・フソクに収められ
ているが.そilを(iリ減してlfIIHこ収Hし公会できる形に
する作業ー がi並められている。1960:1'代からの版本改止案.
ニガティブな所得NilfII案などが.ユニパーサリズムかセ
????
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レクティビズムかの選択を問うものであったのに対し
て. I斬進主義は資源制約のなかでその両者の望ましい
ミックスないしバランスを求めるものといえようのそれ
は.わが国でも今後の高齢化社会における商船者の所得
保障を考える場合の一つの課題であろう。わが固め場合
にはまた.現に息子や娘と同属あるいはその扶養を受け
ている老人の経済的独立性すなわち扶助請求権をどこま
で認めるかということも，老人福祉における夜宅サービ
スか地設サービスかの選択の問題ともからんだ一つの問
題点といえよう。イギリスのフロンティア問題が示して
いるように住宅を含めたゆたかな段低生活の保障なくし
ては.児;白障害者も含めてコミュニティ・ケアか地設
ケアかの自由な選択はあり得ないからである。
わが国の年金および生活保護の絶対的な水準，;t.円高
によって一挙に世界でも最高のレベルに達した筈であ
る。今後は水準の問題とよtlこんで.それらの公正な運用の
ありブJーがいっそう厳しく間われなくてはならないという
べきであろう。
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資料一1 イギリスの国民扶助および附加給付受給者の推移
1951-1975 
単位:千人
閤 民扶餐 付加給付
195 I 1961 19651966 1972 19，3 1974 1975 
. .老齢年金受給在およひ60:t以上の寡婦年金受給事 767 1.，089 1，258 1，668 1，857 1，7961，7611，635 
b .その他で老齢年金紗当年令のもの 202 234 212 203 112 107 106 104 
c .失業者で由民保険受給中のもの 33 48 35 79 91 50 76 138 
d .失業者で留民保険ら受給していないもの 33 94 85 III 320 212 240 418 
e . 疾病、障害でf~民保険受給若 121 138 153 161 142 122 98 80 
f 疾病、陣wで肉良保険を受給していないもの 98 142 147 151 171 173 175 175 
g .扶餐児愈を持った 60才ぷ満の女子 4 I 78 110 128 232 233 250 281 
h .60才米満の寡締年金受給呂 86 60 58 62 65 56 44 32 
1 .その他 81 18 17 17 24 24 27 27 
j.付加給付受給者lt 1，4621，902 2，075 2，580 3，014 2，772 2，778 2，891 
K .そのうち失業中の賃金ス bァプ適用者 15 19 25 
注 :(1)それふれ年Aに近い遇の数値である
(2) 1951年は北アイルランドを除く。またそh，Iでは厳密には 1961以降と連続しない。
(3) bの 1965年備は無飽凶年金受給者 18，000を含む。
27 
(4) gは一宮s60才以tのもの を含む。また、 1975年からは片貌家庭と定義されるようになった。
資料 C~ntral Statistical Office， Soc，al Trends " 7. HMSO， 1976.P. 121. 
資料-2 アメリカの公的扶助および補完保障所得受給告の推移
1936-1975 
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単位千人
児童 鉄実 家族 狭 幼 一 般扶駒
年 次
老骨自狭助 百人扶助 隊2堅島扶助
( 1945以降各年I?H) 
家 族 受給者数
そのうちの
ケ一九教
児 書E
1936・e 1，108 45 .， 162 546 404 1，510 
1940 ・・ 2，070 73，4 -ー. 372 1，222 895 1，239 
1945・・・ 2，056 71.5 27‘ 943 701 257 
1950 . 2，786 97，5 69 651 2，233 1，661 413 
1955 . 2，538 104.5 24 I 602 2， 192 1，661 314 
1960 ・ 2，305 106，9 369 803 3，073 2，370 431 
1961 2，229 102. 7 389 916 3，566 2，753 4 II 
1962 . .・・ 2， 183 98.7 428 932 3，789 2，844 354 
1963 .ー ・ 2， 152 96，9 464 954 3，930 2，951 352 
1964 ・ 2，120 95.5 509 1，012 4，219 3，170 346 
1965 ・ 2.087 85. 1 557 1，054 4，396 3，316 310 
1966 . ・ 2，073 83.7 588 1，127 4，666 3，526 298 
1967 ・・ 2，073 82.6 646 1，297 5，309 3，986 352 
1968" . . 2，027 80.7 702 1，522 6，086 4，555 391 
1969・.. 2，074 80.6 803 1，875 7，313 5，413 426 
1970 . 2，082 81.0 935 1，552 9，659 7，033 547 
1971 2，024 80.3 1，068 2，918 10，653 7，707 566 
1972 . 1，933 79.8 1，169 3， 123 11，069 7，986 541 
1973 ・ 1，820 77.9 1，275 3， 156 10，815 7，813 469 
1974 2，286. 74.6念 1，636・ 3，312 11，006 7，885 585 
1975・・ 2，307・ 74.5* 1，933・ 3，555 11，389 8，090 692 
注 :(1) ・は 1974年以降、補完保障所得に一本化された。
(2)児童鉄養家族鉄助の受給者には一部片級以外の成人を含む
(3) 白人扶助には一部州単独プログラムによるものを含む。また、一部介獲者を含んでいる。
(4)一般扶助は州ごとのプログラムであるため、データが不完全である。
緊急I助
受給者数
4，545 -・..
3，618 -・・4・
507 . . 
866 .. 
743 . 
1， Z44 ・ー・.
1，069 
900 .. .守
872 .. 
779 -ー
677 .. 
663 
782 
826 
860 8.0 
1，056 9.7 
982 14.3 
865 16.4 
700 24.2 
851 33.5 
97'， 34， 1
資料 EncyclopedLO01 Social Work 17， Nat iona.l Assoc山 tion 01 Social Workers， 1977， P. 1649. 
( 13) 
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30) Congresszonal Quarterly， Aprill 3D， 197. p. 794 
31) Congresi仰 alQuarterly， July 15， 1978， p.1774 
32) Austi n， D. M. : 'Some Current Issues --What the 
Future Holds Social Security and Income Maint巴ー
Summary 
nance Programs'， Paper presented at the 1975 
Symposi um， Flor巴nceHeller Alumni Association， 
Brandeis University. 
This short article deals with the major events in regard to income maintenance policies in Great Britain and in the 
U.S.A. since the early 1960s. In both countries some discontent was widely felt against the performances of public 
assistance programmes which according to a number of research evidences had failed to reduce poverty amid in-
creasing afluence. LImitatlons of the ωcalled ‘community approaches' to poverty were briefly revlewed at the 
beginning 
1. Great Britain 
National assistance was replaced in 1966 with the new supplementary benefits scheme which aimed at (1) elimina. 
ting the sharp distinction between universal national insurance benefits and selective， means.tested benefits so as not 
to deter the eligible pensioners from c1aiming， (2) awarding benefits as of right， and (3) reducing dependence on 
discretionary extras. 
After more than ten years since the change none of these objectives has been fulfiled. The low take-up rate has not 
significantly improved and the dependence on discretionary powers increased rather than decreased. Meanwhile rent 
rebates and allowances became universally applicable throughout the country. Child benefits replaced family allow-
ances and brought the first child of a family into beneficiaries. Most recently a new earnings.related pension scheme 
was put IOto practlce 
Under the prevailing economic and political circumstances in Great Britain， this type of incremental improvement 
instead of any drastic change toward a guaranteed income would continue to take place in the foreseeable future. 
2. The U.S.Aマ
The so-called 'services amendments' into the Social Security Act in 1962 were s∞n discredited because of their 
failures to reduce dependency. Work incentives became a dominant strategy in the 1967 amendments in the place of 
services. Since then attempts toward a comprehensive welfar巴reformhave been made by successive three Presidents 
and by a few members of the U.S. Congress without success. In the m凶 ntimethe food-stamp program was enlarged 
and improved. The supplemental security income replaced categorical programs for the aged， blind and disabled 
The earned income tax credit was introduced for the working poor in 1975. 
Again any comprehensive reform is unlikely to realize under the existing political climate in the U.S.A. and incre 
mental reforms of one kind or another would continue to be enacted 
( 14 ) 
